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本論文は「Head Pose and Gaze Estimation for Inferring Focus of Attention」（注目領域獲得のた

めの頭部姿勢および注視点推定）と題し，単眼カメラのみを用いた人物の3次元頭部姿勢と注視点の推定とい

う未だ困難な課題に対する実現手法の提案を通して，人物の注目領域推定のための枠組みを示したものであ

り，全体で5章により構成されている． 

第1章「Introduction」（はじめに）では，本研究の背景と目的について論じた上で，関連手法に対する

本研究の位置付けと利点を整理し，論文で提案される3つの手法の概要について述べている． 

第2章「Person-Independent Monocular Head Pose Estimation」（人物非依存の単眼頭部姿勢推定）で

はまず，注目領域推定のために重要な精度の高い単眼での3次元頭部姿勢が従来手法では実現されていないこ

とを指摘する．これに対し本論文では，人物の違いにより生じる顔変形と表情の違いにより生じる顔変形を

区別して記述する顔形状モデルを用い，表情変動を含むような条件下においても高精度な頭部姿勢推定を実

現する手法を提案している．具体的には，移動モデルを用いた時間依存パラメータの予測・追跡と複数フレ

ームの情報を用いた顔形状モデルの個人当てはめを組み合わせることで提案手法は構成されており，追跡を

開始する上で個人ごとの初期化作業は必要としない．従来手法で取られているような，要因を分離しない通

常の形状モデルを使った推定との比較実験により，特にカメラに対する深さ方向の推定精度が向上すること

が示されている． 

第3章「Incremental Learning for Gaze Estimation」（注視点推定のための逐次学習）では，単眼によ

る注視点推定を行う上で取りうる二つのアプローチ，モデルベースとアピアランスベースの手法について，

各々が抱える課題を整理している．本研究では，アピアランスベースの推定手法，すなわち目画像と注視点

座標の関係を回帰推定により学習するアプローチに関して，従来手法が持つ高い較正コストと頭部姿勢変動

対応の困難さという二つの点を解決する手法を提案している．鍵となるのは，コンピュータの操作中，人物

はマウスでクリックする点を注視しているという仮定であり，第2章の技術を元に人物の頭部姿勢と目画像を

常に追跡した上で，人物の自然な行動の中から抽出した情報により自動的に較正・学習を行う視線推定器を

実現した．さらに，頭部姿勢に応じた学習データの動的クラスタリングにより，アピアランスベースの注視

点推定手法を頭部姿勢変動に対応させることに成功している．提案手法は実際にコンピュータの操作情報を

取得するよう実装され，単眼注視点推定の既存手法と比較しても高精度な推定が実現出来ることが実環境で

の実験を通して示されている． 

第4章「Calibration-free Gaze Sensing using Saliency Maps」（顕著性マップを用いた無較正注視点

検知）では，第3章で提示された構想をさらに一般化するための手法として，人物の視覚特性を元に，較正作

業を必要としない新しい注視点推定の枠組みを提案している．ある画像の中で人物がどの領域を注視しやす

いか，という問題については，これを計算するための視覚的顕著性モデルの研究が古くから行われており，

本研究はこのモデルを注視点推定器の学習のために利用した初めての研究例である．動画とそれを見ている

目画像との組のみを入力として，動画から抽出した顕著性マップを対応する目画像による注視点座標の存在

確率分布と捉え，注視点座標推定器の回帰学習を行う．これにより，明示的な較正データを一切用いること

なく，動画閲覧時の注視点を推定することが可能となり，複数の動画ソースと被験者に対する実験により提



案手法の有効性が示されている． 

第5章「Conclusions」（まとめ）では，論文で提案された手法のまとめ及びそれぞれの新規性と貢献を

まとめた上で，今後取り組むべき課題を議論している． 

以上これを要するに，本論文では，単眼カメラのみを用いた簡便な3次元頭部姿勢および注視点推定とい

う重要な課題に対して，パラメータ分離形状モデルを用いた頭部姿勢推定手法，人物行動を利用した注視点

推定器の逐次学習手法，視覚的顕著性に基づく注視点推定手法を提案し，実環境において手法の有効性を示

したものであり，電子情報学上貢献するところが少なくない． 

よって本論文は博士（情報理工学）の学位請求論文として合格と認められる． 

 


